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中国は二酸化炭素（CO2）など温室効果ガスの世界最大級の排出国でありその動向に注目が集まって
いる。中国は大量にエネルギーを消費する構造にあるため、中国の温暖化政策はエネルギー効率化な
どの「省エネルギー」と「再生可能エネルギー」の普及が中核となっている。この両分野においては政府
による法整備や政策の実施などにより一定の成果を挙げている。また、企業の社会的責任（CSR）や民
間の環境NGOなどの活動も徐々に広がりつつあるが、温暖化による影響を緩和するための施策につい
ては今後さらに踏み込んだ施策を行うことが求められている。中国のような多様性を持つ国を地球規
模の温暖化対策に巻き込むためには、政府間の国際環境協力や環境ビジネスの振興、NGOによる温暖
化防止活動など中国内の「各主体」の置かれた状況に配慮したアプローチが必要となる。

中国の温暖化政策の
動向と今後の展望

―企業・政府・民間への
個別アプローチが重要に―

横塚　仁士



論　文

36 経営戦略研究　2009年春季号　VOL.21

１．はじめに

1-1 世界最大級のCO2排出国としての
中国

図表１は、温室効果ガスの中で最も排出比率の
高い二酸化炭素（CO2）の2005年の各国の排出量を
示している。05年時点での中国のCO2の排出量は、
前年の17.9%より増加して約19％に達し、米国に
次いで世界第２位である。
このように、中国全体の温室効果ガスの排出量

は世界最大規模であり、国際エネルギー機関
（IEA）の予測では、中国は07年時点ですでに米国
を抜いて世界最大のCO2排出国になり、さらには
08年９月に地球温暖化問題の研究組織である「グ
ローバル・カーボン・プロジェクト」1も中国が米
国を抜いて世界最大のCO2排出国になった旨の報
告書を公表した。さらに、将来見通しでは、2030
年に世界全体の27.2％を占めると予測されている。

中国政府は08年11月に初の温暖化白書である
「中国の気候変動に対する政策と行動」を公表した。
同白書によれば、中国の地表の平均気温は1908年
から2007年にかけて約1.1度上昇した2。同白書は
気候変動が中国内で農業生産の不安定化や森林や
自然生態系への影響、水資源の枯渇と資源範囲分
布の変化、海岸線の侵食などの様々な悪影響を引
き起こしていると記述している。
現在の中国では、深刻化する水質汚染や大気汚

染が環境問題の主要課題として取り上げられるこ
とが多く、地球温暖化問題に対しての関心はそれ
ほど大きくはない。しかし、中国が地球温暖化に
いかに取り組むかについて、世界の多くの国々が
強い関心を寄せており、中国内の水資源・食糧な
どへの影響という点からも中国内でも重要性が非
常に高まると考えられる。本稿では中国における
温暖化政策を中心に、中国における温暖化問題へ
の取り組みを概観し、今後の課題を分析する。

1-2 「エネルギー大量消費社会」からの
転換

地球温暖化問題における中国の動向を考える上で
第一に指摘したいのは、中国が大量のエネルギー消
費社会ということである。以下の図表２では、中国
の1989年以降のエネルギー消費量の推移を示した。
07年の一次エネルギー消費量は前年比7.8%増の

26億5480万トン3であった。中国が1978年の共産
党の全体会議において経済の対外的な開放を進め
る「改革・開放政策」を決定した78年の消費量が
5.7億トンであったことを考えると、この４半世紀
で約５倍の増加である。同期間の世界全体のエネ
ルギー消費量の伸びが２倍弱である4ことを考え
ると、中国のエネルギー消費の伸びは非常に大き
いと言え、さらに中国のエネルギー消費量が米国

1 http://www.globalcarbonproject.org/ 2 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書では、地球全体の地
表の平均気温は1906年から2005年にかけて0.74度上昇した。

3 以下、とくに注釈をつけない限り石炭換算トンで示す。

4 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」各年版より。
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図表１：世界の主要なCO2排出国
（2005年：266億トン/CO2）
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5 国連気候変動枠組条約に基づき1997年に京都市で開かれた国際会議
において議決された議定書。批准した先進国に排出削減義務を課す
ものである。

6 気候変動枠組条約の付属書に記載されない国家。主に開発途上国を
指す。

に次いで世界第２位の15%に達していることを考
えると、今後は消費量の増加によるエネルギー安
全保障問題の深刻化も懸念される。
また、エネルギー源に着目すると、中国の石炭

消費量は世界第１位の年間約16億トンであり、一次
エネルギーの約７割を石炭に依存しているが、石
炭にはCO2など温室効果ガスの排出量が多いとい
う課題がある。また、中国政府は石油や天然ガス
などのエネルギー資源獲得の一環としてアフリカ
での油田開発など海外進出を活発化しているが、
進出先地域での人権侵害を指摘される事例が報告
されるなど、国際政治問題に発展するおそれもあ
る。これらの点を考慮すると、中国では石炭・石
油を中心とするエネルギー消費構造から、風力や
太陽光などクリーンエネルギーの供給を拡大する
構造へとシフトすることが不可欠になる。

1-3 地球温暖化防止枠組みにおける
中国の立場

中国政府は2002年に国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）の京都議定書5を批准し、非付属書国6

の一員として、地球温暖化防止のための国際的枠
組みに参加している。地球温暖化問題において中
国は一貫して「開発途上国」という立場を主張し、
先進国との関係において「共通だが差異ある責任」
を強調している。その背景には、一人当たりの
CO2排出量が米国の19.8トン、日本の9.8トンに比
べて途上国側では中国が3.9トン、インドは1.1ト
ンと小さい（図表３）ことや、1904年から2004年に
かけての中国の化石燃料由来の二酸化炭素（CO2）
の累計排出量が同期間における世界全体の約８%
であり、一人当たりの累計排出量では世界第92位
であることなどを根拠としている。

（出所）「中国統計年鑑」、EDMC｢エネルギー・経済統計要覧｣などに基づき大和総研作成
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図表２：中国のエネルギー消費量の年度別推移
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7 「中国の気候変動に対する政策と行動」（温暖化白書）（08年10月）本文
より。

さらに、中国は一人当たり国内総生産（GDP）が
世界全体では下位に位置し、07年時点でも約1,500
万人が「衣食に困る貧困水準にある」7ため、経済
発展と生活水準の向上を成し遂げることが最大の
課題であると強調している。
そのため、中国は温室効果ガスの排出削減には

取り組むものの削減義務を負うことは消極的であ
り、先進国各国が明確な温室効果ガス排出削減目
標を設定しその義務を果たすと同時に、省エネル
ギーや再生可能エネルギーなど温暖化防止に寄与
する先進技術を移転すべきであると主張する。
一方で、中国内では中国版の持続可能な社会と

も言うべき「科学的発展観」を胡国家主席、温首相
らの中国共産党や政府の首脳がたびたび言及し、
経済体制を従来の「大量生産・大量エネルギー消
費」型から、「環境調和」型の持続可能な社会に転
換することで地球温暖化などの環境問題に取り組

む姿勢をアピールしている。

２．中国の地球温暖化（気候変動）
対策

本章では、前章で紹介した地球温暖化問題におけ
る中国の立場を前提として、中国の地球温暖化問
題に対する取り組みを紹介する。図表４に2000年
代に入ってからの温暖化防止政策の動向を示した。
中国では経済発展と社会開発に関する大本の計

画である「五ヵ年計画」を策定し、同計画に基づい
て経済・社会などの各分野における政策を実施す
る体制である。1978年の共産党大会において国内
の改革と対外的な経済開放を決定して以来、90年
代までは経済成長を重視する印象が強かったが、
01年から05年にかけての「第十次五ヵ年計画」では、

（※）上から国家全体でのCO2排出量が多い順である。
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図表３：主要排出国の一人当たりCO2排出量（2005年）
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環境保護を重視する姿勢がより鮮明になった。そ
の姿勢は06年から10年にかけての「第十一次五ヵ
年計画」にも引き継がれている。
また、地球温暖化問題に対しては98年に対応組

織である「国家気候変動対策協調グループ」を設置
し、同グループの指導力を強めるため07年には
「国家気候変動対応リーダーグループ」に改組して
国務院（内閣に相当）総理がグループ長に就任し、

地球温暖化問題に対する重大な戦略、方針、施策
を立案する体制を確立した。また、日本の旧経済
企画庁に相当する国家発展改革委員会内部にも専
門組織を設立して全国規模での気候変動問題に関
する活動を調整しているほか、07年には国務院名
義で全国各地の地方政府に対して温暖化防止のた
めに関連各部門と協力して温暖化に取り組むこと
を求めている。

（出所）中国政府などが公表した各種資料に基づき大和総研作成

第十次五カ年計画（2001年～2005年）
・ 共産党政権が本格的に「環境保護」重視の姿勢を打ち出す。

気候変動防止枠組条約・
京都議定書を批准
（2002年８月）

CDMプロジェクト実施管理規則
（2005年10月）

気候変動第一次国別通報
（2004年11月）

中国の気候変動に対する
政策と行動

（中国版温暖化白書）
（2008年10月）

排出権取引市場の設立
2008年８月 ： 北京市・上海市
2008年９月 ： 天津市　　　

気候変動に対する省級計画開始
（2008年6月）

気候変動対応国家計画
（2007年6月）

・ 中国初の温暖化防止行動計画

第十一次五カ年計画（2006年～2010年）
・ 省エネ・省資源など環境保護を国家の最重要目標に設定

・ 省エネ化のための施策を規定
・ 省エネ達成度を関係各部門の担当者の人事考課と関連
  させる規定を盛り込む

省エネルギー中長期専門計画
（2004年11月）

省エネルギー・汚染物質排出削減に関する総合プラン
（2007年6月）

・ 省エネ推進のための公的支援や罰則の規定
・ 対象分野を工業・サービスから、建築・交通・政府機関など
  大幅に拡大

改正省エネルギー法
（2008年4月）

・ 循環型社会構築のための省資源やリサイクルに関して規定

循環経済促進法
（2009年1月）

・ エネルギー消費に占める
  再生可能エネルギー比
  率を設定

再生可能エネルギー
中長期発展計画
（2007年9月）

再生可能エネルギー発展
“十一五”計画
（2008年3月）

再生可能エネルギー法
2006年1月

≪エネルギー・環境関連の重要施策≫ ≪地球温暖化関連の重要施策≫

図表４：2000年代以降の中国の温暖化問題に関する政策の動向
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以下では、07年６月にまとめられた「気候変動
対応国家計画」を中心に、中国の気候変動問題に
向けた政策の流れを解説する。

2-1 「第一次国別通報」の公表

中国は京都議定書の批准を受け、04年に「中国

気候変動第一次国別通報」を公表した。同報告書
は京都議定書の批准国が作成を求められる資料で
あり、各国の温暖化問題の現状と対応策が記され
ている8。
同報告書では、中国は1994年時点の温室効果ガ

スの排出量と吸収量の内訳が公表された（図表５）9。
図表５にある通り、94年時点では中国の温室効

果ガスは大部分がエネルギー分野で排出され、以

8 同報告では、気候変動に関する具体的な対応策も記されているが、後
述する「気候変動対応国家計画」とも重複する部分が多いので本節では
割愛する。

9 2009年3月時点では、中国政府が正式に公表した排出内訳に関する
データは、図表5で示したものが最新である。

（出所）「中国気候変動第一次国別通報」に基づき大和総研作成
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図表５：中国の温室効果ガスの排出量と吸収量の内訳（1994年）
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下の２項目が焦点となっている。

（1）製造業（工業）セクターのエネルギー消費

以下の図表６は、中国の産業別エネルギー消費
量を94年と06年の二時点で示したものである。94
年から06年にかけてエネルギー消費量は２倍に増
えたが、この期間における経済成長は工業部門主
導で進んだため、両時点のエネルギー消費構造に
は大きな変化は見られない。

エネルギー消費量全体に占める製造業の比率は
94年が58.4%、06年が58.1%であった。さらに、製
造業では94年、06年ともに①鉄鋼精錬・圧延加工、
②化学品原料・化学品製造、③非鉄金属鉱物製品、
④石油加工・コークス生産の４部門で製造業の消
費量の約７割を占めた。

（2）エネルギー転換10

中国のエネルギー消費量の推移は図表２に示し

10 石油や石炭をはじめとする一次エネルギーを工業やサービス、民生、
交通運輸などの各部門で使用するための最終エネルギーに転換する
部門を指す。

（出所）中国国家統計局公表資料に基づき大和総研作成
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資源採掘 エネルギー供給（電力・ガス・水道など）
建築業 交通運輸・倉庫・郵政・通信
卸売り・小売、サービス（飲食など） その他
生活消費

12.3億トン

24.6億トン

①鉄鋼精錬・圧延加工
②化学品原料・化学品製造
③非金属鉱物製品
④石油加工・コークス生産

　以上4分野で7割を占める

図表6：中国の産業別エネルギー消費量（1994年／2006年）
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たとおり一貫して増加傾向にあり、その７割程度
が石炭により賄われている。石炭は中国の主要な
エネルギー源であり、この趨勢は今後も当面変わ
らないと考えられる。
また、以下の図表７では中国の電力生産量の推

移をまとめた。世界各国では、二酸化炭素の排出
元における火力発電の比重が高いためその対策が
急がれているが、中国でも電力生産量の大部分を
火力発電が占めており、その約８割は石炭が動力
源である11。

以上の点から、中国の温室効果ガス削減の取り
組みにおいては、工業セクターにおける「省エネ」
と「産業構造の調整」、エネルギー部門における電
力供給構造の見直しが重点的課題であると考えら
れる。そのため、政府による温暖化対策もこれら
の分野への取り組みが中心となっている（次節参
照）。

11 中国電力企業連合会（中電連）の資料によれば、07年の火力発電設備
の総容量は、発電設備全体の約77％を占める5億5,442万キロワッ
トであった。

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
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（出所）「中国統計年鑑」（1996年版から2007年版）に基づき大和総研作成

図表７：中国の電力生産量の推移
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2-2 初の行動計画である
「気候変動対応国家計画」を策定

中国が策定した初の温暖化防止行動計画が、07
年６月に公表された「気候変動対応国家計画」であ
り、現時点での中国の温暖化政策の中核を成す計
画である。図表８は同計画において掲げられた目
標の一覧であり、『温室効果ガスの排出抑制』、
『適応能力の向上』、『科学研究と技術開発の強化』、
『民間の意識と管理水準の向上』という四点が計画
の柱である。
注目される指標としては、『温室効果ガスの排

出抑制』の項目内で記載された「GDP当たりのエネ
ルギー消費量を10年までに05年比で20%削減」と
「１次エネルギーに占める再生可能エネルギーの
比率を10％に引き上げる」、「国土の森林被覆率を
20%に引き上げる」という３点である。
「GDP当たりのエネルギー消費20%削減」という
目標は、第十一次五ヵ年計画においても中国の最
重要国家目標の一つとして位置づけられており
（2-3節参照）、再生可能エネルギー分野でも国家計
画が策定されている（2-4節参照）。「気候変動対応
国家計画」においても具体的な取り組みに関する
記載は大部分が省エネルギーや再生可能エネルギ
ーに関する技術の導入に関するものである。
注目すべき点としては、本計画ではCO2の排出
削減に関する総量での削減目標は設定されていな
いものの、具体的な数値を伴う目標が盛り込まれ
（図表９）、エネルギー分野の効率化や構造変化が
推進されていることである。
すなわち、主に電力・エネルギー分野の消費・

供給構造の変化を進めることで、10年までにCO2
を9.5億トン削減する方針であり、この9.5億トン
という数値は、05年時点の中国のCO2排出量
（50.5億トン）を基準に考えると約18.8%に相当する。

（出所）中国政府公表の資料に基づき大和総研作成

気候変動対応国家計画
（2007年6月公表）

気候変動対策における中国の原則

◇　持続可能な発展のもとでの気候変動対策の実施

◇　気候変動防止枠組条約の『共通だが差異ある責任』の遵守

◇　気候変動の『緩和策』と『適応策』の両立

◇　気候変動対策とその他の関連政策の有機的結合

◇　科学技術の進歩とイノベーションの推進

◇　国際的取り組みへの積極的な参画と広範な国際協力の推進

主要目標（～2010年）

GDP当たり
エネルギー消費量
20%削減

①温室効果ガスの排出抑制
一次エネルギーに
占める再生可能
エネルギー
10%に向上
（05年：7.5%）

国土の森林被覆率
20%に増加

（05年：18.2%）

減退・砂漠化・
アルカリ化が

進んだ草地の回復
（5,200万ヘクタール）

②気候変動への適応能力の向上

国土自然保護区の
面積を16%に増加

灌漑用水有効利用
係数の向上
（0.45⇒0.5）

気候変動問題に対する
研究能力の
強化と人材育成

③科学研究と技術開発の強化

自主開発と国際協力の推進と
海外からの技術移転による
エネルギー開発・省エネ・

クリーンエネルギー技術の改善

民間への気候変動問題の
教育などを通じ、
民衆の参加を促進

企業や民間も参加する
気候変動対応組織の

設立

④民間の意識と管理水準の向上

図表８：「気候変動対応国家計画」の主要目標
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さらに、「省エネルギー十大重点プロジェクト」12

の推進により、06年から10年の間に5.5億トン相当
のCO2を削減することも盛り込まれている。これ
らのような具体的な数値目標が中国の温暖化対策
で設定されるのは非常に珍しいことであるが、こ
れらの目標には基準年が明示されていないなど、
あいまいな部分も多い。
「気候変動対応国家計画」に盛り込まれた施策に
は、前述したように既に策定され、公表されてい
るものも多く、気候変動対策としての新政策は打
ち出されてはいないという見方もある。しかし、
本計画で重点的対策とされた「省エネ」と「再生可
能エネルギー」の普及・推進は、中国の温暖化対
策の中で真っ先に取り組むべきものであり、即効
性の高い分野でもある。そのため以下の二節では、
「省エネルギー」と「再生可能エネルギー」の両分野
を対象として中国の政策の動向を紹介したい。

2-3 「省エネルギー」推進の動向

中国の温暖化対策において最も重要な施策とし
て認識されているのが「省エネルギー」である。98
年に中国で初の省エネルギーに関する法律である
「省エネルギー法」が施行され、企業の経済活動や
政府の行政活動における省エネ化のための規制や
財政支援などが盛り込まれた。
04年11月には省エネルギーに関する初の国家計

画である「省エネルギー中長期専門計画」がまとめ
られた。同計画では、04年から2010年にかけて
１次エネルギー消費の成長率を前年比で年間2.2%
削減するために火力発電における石炭消費や鉄
鋼・非鉄生産時のエネルギー消費の削減をはじ
め、計４億トンの省エネ効果を達成する目標を掲
げた。省エネルギーに関する重点分野・プロジェ
クトである「省エネ十大重点プロジェクト」も策定
し、以降中国の省エネに関する取り組みは同プロ

12 石炭焚ボイラーの効率化などをはじめとする中国の省エネ化計画の
最重要施策である。

（出所）「気候変動対応国家計画」に基づき大和総研作成

5億トン

0.5億トン

1.1億トン

2億トン

0.3億トン

0.6億トン

・ 西部地域での発電所建設を加速し、小規模水力発電も適宜普及させる。

・ 沿岸部地域を中心に原子力発電所を建設、海外資本との協力を進める。

・ 小規模火力発電所の淘汰を進める。
・ 天然ガス、ＣＢＭ（炭層メタン）を燃料とする小型分散電源や60万kW以上の
  超（超）臨界・連合循環型、コージェネレーションなどの大型発電所を建設する。

・ 探索権や採掘権を制度的に優遇し、価格設定でも公的支援を実施する。

・ バイオマス発電、メタンガス、バイオマス固形成型燃料、液体燃料を重点に、
  植物資源燃料の発電所・中小規模ボイラーの建設を推進する。

・ 大規模風力発電所の建設により技術発展を進め国産化を目指す。
・ 辺境地区での小型太陽光発電設備、大都市圏での太陽エネルギー利用住
  宅などの普及を進める。

水力発電

原子力発電

火力発電

コールベッドメタン（ＣＢＭ）

バイオマスエネルギー

風力、太陽、地熱、海洋などの
再生可能エネルギー

ＣＯ２削減目標値
（2010年まで／ＣＯ２換算）

重点的な取り組み内容分 野 名

図表９：「気候変動対応国家計画」でCO2削減目標が設定された重点分野
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ジェクトを中心に実施されることとなった。
06年から10年にかけての「第十一次五ヵ年計画」

では、10年までに05年比で「GDP当たりのエネル
ギー消費を20%、主要汚染物質の排出を10%削減」
することが目標として掲げられ、この目標値は五
ヵ年計画では初めて関係各部門の担当者が達成義
務を課されることになった。上述したように「単
位GDP当たりのエネルギー消費を20%削減」とい
う目標は「気候変動対応国家計画」でも中核的な目
標として位置づけられている。
中国政府はこの目標を達成するため、同計画期

間中に、強制的な生産設備を統廃合や工場閉鎖な
どの思い切った措置も取り始めた。

図表10は省エネルギー化と汚染物質排出削減を
促進するために淘汰の対象とされた老朽化・生産
効率低下設備の一覧である。電力分野では、07年
は単年度目標値の1,000万kWを上回る1,438万kW
の設備廃棄を実現し、製鉄、製鋼、セメント産業
でも非効率な設備を年産能力基準でそれぞれ4,659
万トン、3,747万トン、5,200万トン削減した13。さ
らに、産業政策に違反した企業または重汚染企業
を製紙、化学産業などを中心に合計2,000社を解散
し、小規模炭鉱を１万2,000ヶ所閉鎖した。
07年６月に公表された「省エネ・汚染物質排出
削減に関する総合プラン」では、省エネと環境保
護に関する目標達成度を、地方政府首長や有力国

13 国家統計局によれば、07年の粗鋼生産量は4億8,966万トン、同年
のセメント生産量は13.6億トンであった。

（出所）「省エネ・汚染物質排出削減に関する総合プラン」に基づき大和総研作成

（※）老朽化して発電効率の低下した10万ｋＷ以下の小規模火力発電所の閉鎖と引き換えに30万ｋＷ以上の大規模発電所の建設を許可する制度

5,000万キロワット

1億トン

5,500万トン

65万トン

400万トン

200万トン

8,000万トン

2億5,000万トン

3,000万重量箱

650万トン

160万トン

20万トン

8万トン

“上大圧小”（※）による小規模火力発電所の閉鎖

300立方メートル以下クラスの高炉

年産20万トン以下の小規模設備

小型の前焼成槽

6,300キロVA（ボルト・アンペア）以下の鉱熱炉

6,300キロVA（ボルト・アンペア）以下の炉型カーバイド生産設備

炭化室の高度4.3メートル以下の燃焼設備

製造用窯の転換

旧式のフロートガラス

年産3.4万トン以下のストローパルプ生産装置　など

旧式のアルコール生産設備／年産3万トン以下の企業

年産3万トン以下の化学調味料生産企業

環境保護基準に合格していないクエン酸生産企業

電　力

製　鉄

製　鋼

電解アルミニウム

合　金

カーバイド

コークス

セメント

ガラス

製　紙

アルコール

化学調味料

クエン酸

06年から2010年までの
削減目標

取り組み（規制）の内容・対象業 種

図表10：「第十一次五カ年計画」期間内に淘汰が進められる生産設備の一覧
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有企業の経営者の人事評価に組み込むなどの踏み
込んだ制度を採用した。一方で、省エネ活動への
インセンティブの付与として、中国政府は06年に
合計111件の重点省エネプロジェクトに対する財
政支援を実施して約1,010万トンの省エネ化を実現
し、07年は681件のプロジェクトに支援を行って
約2,550万トンの省エネ化を実現した。
一連の施策により、電力や鉄鋼、建材、化学工

業などの業種における主要製品・サービスのエネ
ルギー消費において削減効果が現れ、06年と07年
の累計エネルギー消費量は１億4,700万トン削減さ
れた14。
中国政府は上記のような取組みを継続した結

果、06年、07年とエネルギー消費量の削減に成功
したものの、目標値（年率４%の省エネ）は達成で
きなかったが、08年にようやく前年比4.59%の省
エネを達成した（図表11）。
このように08年こそ省エネ目標を達成したが、

現状では中国国内においても目標未達成を懸念す
る声が出ている。そのため、政府は規制を強める
と同時に、解決の手段としてクリーン開発メカニ
ズム（CDM）をはじめとする先進国（工業国）の政
府・企業との国際環境協力を積極的に進めている
（３章参照）。

2-4 再生可能エネルギーの普及

中国の温暖化対策のもう一つの中核的施策であ
る「再生可能エネルギー」に関しては、産業振興が
梃子となり普及が進んでいる。
中国政府の再生可能エネルギーの普及は、06年

１月の「再生可能エネルギー法」と関連規則15の施
行が契機となった。同法と関連規則の制定により、
「固定価格買取制度（FIT）」をはじめとする多くの
振興策が導入された16。FIT制度は地域の送電系
統管理者あるいは電力会社に対して再生可能エネ

14 国家環境統計局の公表したデータでは、中国全体のエネルギー消費
量は標準石炭換算で06年が24億6,270万トン、07年が26億5,480
万トンであるため、2.87%に相当する。

15 同法の施行と同時期に価格と費用の分担に関する規則、発電管理に関
する規則が公布され、同年5月には関連プロジェクトの資金管理に関
する規則も公布された。さらに、07年1月には再生可能エネルギーの
全国規模での価格調整に関する規則、同年7月には再生可能エネル
ギー由来の電力購入時のモニタリングに関する規則も公表された。

16 現時点で、同制度が適用されているのはバイオマス発電のみで、風力
発電は入札により価格が決定されている。一方で、風力発電は産業振
興や普及推進のために、財政や税制上の優遇策が実施されている。

（出所）中国政府公表の資料に基づき大和総研作成△－増加、▲－減少を示す。

1.260 
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━
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━
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○

━

━
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図表11：中国政府の省エネ目標と実績値
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ルギー由来電力の固定価格での電力の買取りを義
務付けるもので、固定価格での全量購入が保障さ
れているために、ドイツなどの欧州地域の一部で
は短期間で再生可能エネルギーの導入が進む契機
となった制度である。
07年８月には同分野で初の国家計画である「再生
可能エネルギー中長期発展計画」をまとめ、「一次
エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの比
率を05年の7.5%から2020年に15％に引き上げる」
という明確な目標を打ち出した。普及拡大のため
の各種の取り組みをエネルギー別に制定し、財政
支援なども盛り込まれ、20年の目標達成のために
約30兆円の資金需要が生まれるとした。計画を策
定した国家発展改革委員会の担当者は、30兆円の
投資主体の比率に関して、中央・地方政府が20％
未満、企業が80%以上となることが望ましく、計
画に盛り込まれた財政支援・税制優遇などの支援
策は、外国資本を含めた民間企業にも積極的に適
用して再生可能エネルギーの普及を振興する狙い
を明らかにした。とくに風力や太陽光発電関連の
装置・部品産業では民営企業が中心を担っている
ため、政府の支援により関連産業を発展させる方
針が明確になった。この流れを受け、07年12月に
改訂された海外直接投資に関するガイドラインで
は、風力発電など再生可能エネルギー市場への外
国資本の参入を奨励することが決定され、外国資
本の参入に際して税制面などで優遇策が導入され
ることが決まった。
さらに、中国政府は08年３月には06年から10年

までを対象とした再生可能エネルギーの発展計画
である「再生可能エネルギー発展“十一五”計画」
を策定し、風力や太陽エネルギーを中心に産業振
興・普及策を盛り込んだ。
一連の取り組みの成果により、中国では特に風

力発電の成長が著しく、08年の供給量は前年比

127%増の128億kW、発電設備容量は同111%増の
894万kWに達し17、当初の政府予測を上回るペー
スで発展している。風力発電以外でも、水力発電
やバイオマス発電、バイオ燃料の年間生産能力も
成長を続けており、水力発電を含む再生可能エネ
ルギーの消費総量は、約２億2,000万トンまで増加
した18。

2-5 CDMの実施体制強化

中国は温暖化防止のための技術を海外から導入
すべく、京都メカニズム19の一方式であるクリー
ン開発メカニズム（CDM）20のプロジェクトの実
施を積極的に進めている。政府は04年にCDMプ
ロジェクトの開発や審査承認、管理に関する諸手
続きなどについて規定した「CDMプロジェクト実
施管理暫定規則」を制定、05年10月には内容を改
定した「CDMプロジェクト実施管理規則」を制定
したことをはじめ、国内の各部門による管理体制
を整えるなど体制の強化を進めてきた。中国政府
はCDMの重点分野として、①エネルギー効率の
改善、②新エネルギー・再生可能エネルギーの開
発と利用、③メタンガスと石炭層ガスの回収と利
用を掲げ、これらの分野を中心にプロジェクトの
実施に取り組んでいる。
政府による一連の取組により、国連CDM理事

会21の審査を経て登録された、中国におけるCDM
プロジェクトは08年９月１日時点で267件に達し
ており、合計で約1.16億トンのCO2削減効果があ
る22とされている。
また、海外や国内における排出権取引の拡大を

見据えて、排出権取引市場を設立する動きも広が
っている。08年８月には北京市と上海市に排出権
取引所が設立され、同年９月には天津市に取引所
が設立された。後者では米国のシカゴ気候取引所

17 中国電力企業連合会の公表した資料より。
18 07年のエネルギー消費量が26億5,480万トンであるため、再生可能

エネルギーが約8.3%を占める計算になる。
19 京都議定書により取り決められた温室効果ガスの排出を世界規模で

進めるために設計された仕組み。先進国間で協力して排出削減に取
り組む共同実施（JI）、先進国と開発途上国間で取り組むCDM（クリ
ーン開発メカニズム）、JIやCDMにより生み出された排出枠を取引
する排出量取引（ET）より構成される。

20 「京都メカニズム」の一方式で、主にOECD加盟国と発展途上国の企
業・組織による協力プロジェクトで達成された排出削減量を取引す
る方式。

21 各CDMプロジェクトを最終的に承認する権限を持つ機関。
22 地球環境戦略研究機関（IGES）（http://www.iges.or.jp/jp/index.html）

が公表した情報に基づく。
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（CCX）や中国石油天然気（ペトロチャイナ）らが
設立に関与した。当面は、いずれの取引所も省エ
ネ技術の取引を中心に行い、排出権取引は数年内
に開始される予定である。

３．国際環境協力による技術移転
本稿ではこれまで、中国が地球温暖化防止対策

としてエネルギー分野での取り組みを活発化させ
ていることを紹介した。中国は今後、さらにエネ
ルギー効率の改善を進める方針だが、そのために
は先進技術やノウハウの導入が不可欠であり、そ
の解決策として期待されているのが日本をはじめ
とする海外との国際環境協力である。本章では、
日本と中国を例として、これまでの両国の政府間
対話とそれにより生み出された地球温暖化問題に
関する環境協力の枠組みを紹介する。
日中間では、96年から始まった「日中エネルギー

協議」をはじめとする環境・エネルギー問題に関す
る政府間対話が継続して行われてきた（図表12）。
とくに注目されるのは、06年５月に東京で開か

れた第１回「日中省エネルギー・環境総合フォー
ラム」であり、省エネや環境に関する政策・技術
に関する知見が両国の政府・産業界などの関係者
により交換された。これを受けて07年４月に行わ
れた日中首脳会談で経済産業省と中国の国家発展
改革委員会の間で「日中省エネルギー・環境ビジ
ネス推進モデルプロジェクト」の実施が決定し、
07年９月に行われた第２回会議ではモデルプロジ
ェクト10件の実施が決定された。
本稿ではモデルプロジェクトの詳細は割愛する

が23、本フォーラムとその成果であるモデルプロ
ジェクトの意義として、両国の政府・産業界が連
携して将来的なビジネスを視野に入れた枠組みが

構築されたことを強調したい。これまでの政府間
による技術移転・技術支援が中心であった日中間
の環境協力の転換点になり得る可能性を持つだけ
でなく、日中両国だけでなく東アジア地域の温暖
化対策にも大きな影響を及ぼすと考えられるため
である。
07年12月には日中首脳会談に伴う「日中ハイレ

ベル経済対話」が行われ、両国のマクロ経済政策
に関する議論が行われると同時に、気候変動・環
境保護・エネルギー分野における協力の重要性が
再確認された。この対話に基づき、両国政府から
「環境・エネルギー分野における協力推進に関す
る共同コミュニケ」が出され、気候変動問題に関
する連携強化の推進、「省エネ・環境ビジネス推
進モデルプロジェクト」の継続やAPP24の枠組み
の下での鉄鋼やセメントの省エネ診断、日中二国
間での石炭火力発電所の省エネ診断などの推進な
どが合意された。さらに、中国側関係機関と日本
貿易振興機構（JETRO）、新エネルギー・産業技
術開発機構（NEDO）などを主体に、日中の省エ
ネ・環境関連のビジネスマッチング支援を行う
「日中省エネ・環境協力相談窓口」の設置が決まり、
同機関が08年4月に中国国内に開設された。
08年５月の日中首脳会談では、気候変動問題に

関する協力の重要性を確認したうえで、両国政府
の「気候変動に関する共同声明」が出され、重点協
力分野として①省エネルギー、エネルギー効率の
向上、新エネルギー及び再生可能エネルギー、②ク
リーン・コール・テクノロジー、③メタンの回収
と利用、④二酸化炭素の回収・貯蔵（CCS）、⑤気
候変動への適応の５分野での技術協力の実施など
が確認された。
この首脳会談では、経済産業省と国家発展改革

委員会との間において協力文書が交わされ、
NEDOが中国において実施する都市ゴミ発電に関

23 詳細は、横塚（2007）「中国における省エネルギー・環境分野の動向」
（大和総研経営戦略研究レポート）を参照されたい。

24 クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップの略
称。米国、豪州、中国、インド、韓国、日本、カナダが参加して気
候変動問題に関する技術協力などを実施する組織。
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するモデルプロジェクトの実施などが盛り込まれ
たほか、日本政府が中国の「気候変動対応国家計
画」に協力することも合意された。また、これを
受けて08年11月に開催された「第３回日中省エネ
ルギー・環境総合フォーラム」では、これまでの
成果をもとに省エネルギー・環境分野での協力メ
カニズムを確立することが目指され、省エネビジ
ネスなど合計19件のモデルプロジェクトの実施が

合意された。
前述のとおり中国は、気候変動枠組条約に基づ

く先進国から途上国への技術移転の重要性を強調
しており、世界全体での技術の共有を訴えている。
中国のこのような姿勢は当面継続されると考えら
れ、海外政府との環境協力は今後さらに活発化す
ると考えられる。

（※1）コベネフィッツ型アプローチ―開発途上国の開発ニーズと気候変動対策の両立を目指して進められる取り組み。
（※2）クールアース・パートナーシップ構想―開発途上国の成長と温暖化防止を同時に行うために行われる支援。現時点では日中間の環境協力において本枠組みが
       適用されるかどうかは未定。
（注）肩書きは当時 （出所）日中両国政府公表の資料、各種報道に基づき大和総研作成

第1回日中エネルギー協議

第1回日中韓三カ国環境大臣会合

第1回日中省エネルギー・環境総合フォーラム

日中首脳会談
（安倍首相・温家宝首相）

若林環境大臣の中国訪問

第2回日中省エネルギー・環境総合フォーラム

日中首脳会談
（福田首相・胡錦濤国家主席）

ダボス会議

日中首脳会談
（福田首相・胡錦濤国家主席）

洞爺湖サミット（先進国首脳会議）

第3回日中省エネルギー・環境総合フォーラム

1996年

1999年

2006年5月

2007年4月

2007年8月

2007年9月

2007年12月

2008年1月

2008年5月

2008年7月

2008年11月

時　期 出 来 事

・ エネルギー問題に対する包括的な対話を実施。以降、定期的に開催

・ 環境問題への認識を幅広く共有。以降、毎年開催

・ 省エネや環境問題に関する協力について意見交換

・ 第1回日中エネルギー閣僚政策対話／日中エネルギー協力セミナー
・ 日中両国の環境保護協力に関する共同声明
・ 「日中ハイレベル経済対話」立ち上げで合意

・ コベネフィッツ型アプローチ（※1）での協力で合意

・ 10件の「省エネモデルプロジェクト」の実施で合意

・ 日中ハイレベル経済対話
・ 環境・エネルギー分野における協力推進に関する共同コミュニケ
　→「日中省エネ・環境協力相談窓口」の設立が決定
・ 気候変動問題への技術協力で合意

・ 福田首相が「クールアース・パートナーシップ構想」（※2）を提唱

・ 気候変動問題に関する共同声明
・ 「セクター別アプローチ」に関する中国側の言及
・ 経産省と中国側機関による協力合意

・ 温暖化問題に関する協力を討議

・ 省エネルギー・環境分野の協力メカニズムを構築
・ 19件の「省エネ・環境関連モデルプロジェクト」の協力で合意

主 な 成 果

図表12：近年の環境・エネルギー協力に関する日中の政府間対話
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４．企業や市民セクターにおける
温暖化対策・防止活動

前章までに見てきたように、中国では温暖化問
題に対して電力などエネルギー面からのアプロー
チを進めているが、主要な排出主体である企業や
市民への取組みが今後さらに重要になる。その点
で期待されている企業の社会的責任（CSR）の普及
と市民レベルでの活動を紹介する。

4-1 企業の社会的責任（CSR）の普及

企業の社会的責任（CSR）とは、企業活動におい
て環境との共生や人権の遵守、労働者の保護など
を企業が本来果たすべき取り組みを促す概念であ
る。欧米ではすでにCSRという考え方が浸透しつ
つあるが、中国でも近年、CSRが普及する兆しが
見え始めた。
中国では06年１月に会社法が改正され、「社会

的責任」条項25が追加された。さらに06年から08
年にかけて、深 証券取引所、上海市の銀行監督
部門、政府の有力国有企業監督部門がそれぞれ
CSRに関するガイドラインを公表した。上海証券
取引所も上場企業に環境情報の公開を求めるガイ
ドラインを策定した。これらの監督機関の取り組
みを受けてCSR指針やCSR報告書を作成、公表す
る企業も徐々に増えている。
大和総研が08年８月に行った調査では、中央政

府直属の有力国有企業26約150社のうち、CSR報告
書を作成またはCSRに関する情報を公開している
企業は約30社であった27。中には地球温暖化防止
など気候変動問題への取り組み状況を公開する企
業も見受けられた（図表13）。
中国の鉄鋼最大手の宝山鋼鉄は「グローバルな

気候変動の対応」というテーマ名で報告書の約10

ページを割いて省エネ技術の利用や環境対応製品
の開発、生産工程における対応などを記述してい
る。また、中国石油天然気・中国海洋石油・中国
石油加工の資源メジャー３社も気候変動に対する
取り組みとして生産・加工プロセスでの省エネ
化、植林活動、環境基金への協力などの取り組み
を報告書を通じて公開している。
さらに、07年７月に国家環境保護総局（当時）が
国内の金融機関に対し、環境保護と資金融資の協
調に配慮することを求めたほか、同年11月には中
央政府が各金融機関に対して融資先の省エネ化や
汚染物質の排出削減を支援することを求めた指導
意見を公布した。国有企業に加えて、金融機関に
対してもCSRの観点からの業務を求めることで、
企業のエネルギー大量消費に歯止めをかける目的
である。
このように、中国では企業や金融機関の環境問

題への取組みが重要視される流れにあり、そのよ
うな状況のなかで日系企業を含む外資系企業の環
境保護活動が中国企業に影響を与えることが期待
されている。

4-2 NGOによる温暖化防止活動

欧米では企業の経営活動に伴う環境への影響を
非政府組織（非営利組織：NGO）が監視し、企業
が違法行為や非常に深刻な環境汚染事故を起こし
た場合には、社会に対して告発を行うケースや、
地球温暖化問題では市民セクターへの情報提供や
啓発活動を通じて温暖化防止運動を進める姿も目
立っている。中国ではNGOなどによる民間活動は
社会体制などの違いもあり欧米や日本に比べると
まだ発展段階にあるが、経済発展により中国にも
“中間層”と呼ばれる比較的所得に余裕がある層が
登場してきたことや、情報通信技術（ICT）の発達

25 第5条で「企業が従事する経営活動は、法律、行政法規、社会道徳、
商業道徳、信用を守らなければならず、政府と社会の監督のもとで
社会的責任を負う」と明記された。

26 「中央企業」と称され、石油・電力などのエネルギー、鉄鋼や化学、
インフラ関連など基幹産業において重要な地位を占めている企業が
多い。

27 詳細については横塚（2008）「中国におけるCSRの動向と今後の展望」
『経営戦略研究』vol.19を参照されたい。

圳



により国内外での組織間のネットワークが生まれ
たことで、中国でもNGOが徐々に育ちつつある。
温暖化防止運動に関する中国のNGOの最近の動

きとしては、市民への環境教育を重点活動とする
「環境友好公益協会」（北京市）による「CO2ダイエ
ット宣言 in 中国（北京行動）」がある。この運動で
は北京市内の一般家庭を対象にした地球温暖化問
題に関する知識研修、省エネハンドブックの配布、
3,500世帯への環境保護アンケートや1,200世帯で
の省エネ・汚染物質排出削減コンテストの実施な
どが行われた28。
また、北京グリーンピースは09年２月に、中国

の調査会社に委託して北京・上海・広州・ハルピ
ン（黒龍江省）、銀川（寧夏回族自治区）など10都市

で行った環境問題に関するアンケート調査の結果
を公表した。回答者のうち74%が、地球温暖化が
異常気象の原因であるとの認識を示したほか、中
国政府による自然エネルギーへの投資が多くの支
持を得ており、多くの市民が太陽光や風力などの
エネルギーが現状より19%近く値上がりしても支
払う意思を示した。担当者は「15歳から24歳の年
代にある回答者はじつに９割近くが地球温暖化に
ついて非常に知識もあり、関心もある」とコメン
トしている29。欧米の環境NGOが中国での活動を
活発化すると同時に、中国発のNGOも育ってきて
おり、中国では今後もNGOの活動により温暖化問
題・環境問題に対する意識が都市部を中心に徐々
に高まっていくと考えられる。

（出所）各社のCSR報告書に基づき大和総研作成

エネルギー

エネルギー

エネルギー

電力（配電）

電力（発電）

製造業（鉄鋼）

空運

中国石油天然気集団公司

中国石油化工股份有限公司

中国海洋石油総公司

国家電網公司

中国華電集団公司

宝鋼集団有限公司

中国南方航空集団公司

企 業 名 業 種

・ 国家林業局などと共同で07年に植林や環境保護、温暖化防止に取り組むための基金を設立。
・ 河北省や黒龍江省、四川省などにバイオマスエネルギーの生産拠点を建設。

・ 07年に社内に省エネ・排出削減指導委員会を設立、業務全般で省エネ化を進め、単位工業付
  加価値当たりのエネルギー消費を前年比6.1%削減。
・ 英国企業と連携してCDMプロジェクトを実施、CO2を43.4万トン相当削減。

・ 2006年よりCO2の保管・貯蔵に関する研究を開始。
・ CO2を利用してプラスチックを分解するプロジェクトを実施中。

・ 特別高圧電力ネットワークの敷設を進め、2020年までにCO2を13.7億トン削減すると記載。
・ 送配電ロスの低下、水力発電の利用効率の向上、バイオマスエネルギーの活用などにより
  2007年に約3,672万トン相当のCO2を削減。

・ 英国のエコセキュリティーズグループ、ドイツ銀行と連携してCDMを実施、年約300万トン相当の
  CO2を削減するなど、合計で17のCDMプロジェクトを実施。
・ 風力発電やバイオマス発電などを積極的に進めるほか、ガス化複合発電（IGCC)などの先進技
  術の導入を進める。

・ 生産プロセスにおける省エネ技術の応用と開発、生産周期（LCA)の見直し、環境調和型製品
  の開発などを進める。

・ 燃料使用の効率化や航路の再考、旅客機の重量低減などにより省エネ化とCO2削減を進める。

各社の温暖化問題への主な取り組みの内容

図表13：CSR報告書で温暖化問題への取り組みの記載のある主な企業
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28 日中韓環境情報サイト（http://www.enviroasia.info/top/index.php3?J）
より。

29 注28と同じ。
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５．温暖化に取り組む上での
中国の課題

本稿では先の４つの章にわたり、中国が温暖化
対策の焦点として「省エネルギー」と「再生可能エネ
ルギー」の普及を進めており、両分野ともに一定の
成果を挙げたことを中心に紹介した。本章では、
今後もますます国内外からの関心が高まることが
予想される中国の温暖化防止への取り組みが抱え
る課題について指摘した後で、中国内の各ステー
クホルダーの環境問題（地球温暖化問題）への姿勢
を分析することで、結びに代えて日本の政府や企
業がどのように中国の温暖化問題にアプローチする
べきかを検証したい。

5-1 中国の温暖化対策が抱える課題

これまでに紹介した温暖化対策に関する動向を
前提として、筆者は以下の４点を中国の温暖化対
策に関する注目すべき点、または改善が求められ
る取り組みとして指摘したい。

①企業や地方政府の省エネや環境保護活動を促
す制度の構築

②技術開発の推進・先進的技術の導入

③民間への温暖化問題に関する情報提供や啓発
活動の拡大

④地域性などに考慮した取り組み

①に関しては、2-3で紹介したように、省エネに
関する成果を地方政府の首長クラス、国有企業の
経営者など有力者の人事評価に組み込む制度が確
立されたことで、この制度がどこまで適用される
かに注目したい。共産党指導部や中央政府が環境

保護の重要性を訴え、先進的な環境関連法や政策
の整備を進めたにも関わらず、期待される効果が
表れなかった中で、本制度が確立されたことで
「政治」と「環境」が強く結び付けられることは評価
されるべきであり、今後この制度が中国の環境保
護分野でどのような影響を及ぼすかに期待した
い。
②では、CDMプロジェクトや国際環境協力に

よる技術移転が積極的に行われているが、省エネ
など温暖化対策に関する中国の技術は発展途上に
ある。そのため、今後はビジネスを通じて海外の
企業や研究機関からの技術・ノウハウの移転が重
要であると考えられる。その一方で、中国でのビ
ジネス展開には、知的財産権の侵害などのリスク
を懸念して中国市場への参入を見合わせる企業も
多く、今後は中国と海外の政府・企業を巻き込ん
だ枠組み作りを活発化することが求められる。そ
の点では、４章で紹介した日中間の環境ビジネス
協力がどのように発展するかが注目される。
③と④については、経済発展の比較的進んだ都

市部では環境保護投資の増加による改善効果や環
境NGOの活動などにより、温暖化防止や環境保護
への意識が徐々に醸成されていると考えられる
が、内陸部や農村部では地球温暖化問題に関する
教育や防止活動はいまだ少ないため、温暖化問題
が深刻な脅威として受け止められているとは言い
難い。しかし、温暖化の影響による水資源や食糧
生産の減少などの被害による悪影響は、内陸の農
村部の方がより深刻になるおそれもある。そのた
め、中国政府は「省エネ」や「再生可能エネルギー」
分野だけでなく、農業分野などにおける温暖化へ
の「適応策」などの取り組みをさらに充実すること
が求められる。
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5-2 国内各主体の地球温暖化問題に
対する姿勢

前節では中国の温暖化対策の注目点や課題を取
り上げたが、筆者は中国の温暖化問題の解決には、
日本をはじめ国際社会は中国という国の持つ「多
様性」に着目してアプローチを行うべきであると
考える。そのため、本節ではまず、中国国内の温
暖化問題に関する主体を大きく６者に分類し、前
章までに紹介した各者の動向を前提に各主体の温
暖化問題への姿勢を図表14に記した。
さらに、図表14の６主体を地球温暖化（環境問

題）と経済成長への意識・姿勢から区分したもの
が図表15である。前提として、図表14・15は中国

の各主体の意識や姿勢を分析のために単純化した
ものであり、実際においては異なる部分もあるこ
とを留意されたい。
地球温暖化をはじめとする環境問題の解決にお

いては、「経済成長」と「環境との共生」の間のバラ
ンスをどのように保つかということが最重要の課
題である。この点から中国の現状を考慮すると、
各ステークホルダー（政府・地方政府・有力国有
企業・民間企業・都市部住民・農村住民）の地球
温暖化問題に対する姿勢や取り組みは、図表14・
15で示したように、それぞれ方向性が異なるため
各者のベクトルが一つの方向にまとまる可能性は
小さい。そのため、地球温暖化という世界的な枠
組みに基づいて解決が必要な問題において中国と

（出所）各種資料に基づき大和総研作成

中央政府
（中国共産党指導部）

地方政府

都市部住民

農村部住民

有力国有企業

民営企業
（民族系／外資系含む）

主 体 名

・ 科学的発展観（持続可能な社会を前提とした経済・社会発展）を提唱。
・ 有力企業や地方政府への圧力を強めるための制度の構築と省エネ化を進めるための財政支援などを積極的に推進。
・ 環境保護部（環境省）は日本や欧米の法規を参考に充実した環境法を整備。
・ 国家発展改革委員会（経済企画庁）は、産業振興に重点を置いて再生可能エネルギーの普及を進める。

・ 経済開発が比較的遅れている内陸部、発展が進んでいる沿岸部ともに開発や経済発展を重視。
・ 内陸部では基礎インフラの整備が活発化しており、環境保護への影響が懸念されている。

・ 工業発展による大気汚染や水質汚染の深刻化により「環境意識」が高まる。
・ 国内外のNGOなどによる温暖化防止に関する啓発活動などを通じ、省エネなど温暖化防止に取り組む動きもある。

・ 沿岸部の都市との経済的格差への不満や生活環境改善のために経済発展を重視。
・ 工業汚染による被害が深刻化している地域も増えており、「環境問題」への関心は高まるが、「温暖化」問題に関する
  知見や意識はまだ発展途上である。

・ 主要な製造業、インフラ関連などの基幹産業の多くは有力国有企業により占められており、　大量生産による多エネ
  ルギー消費企業が多い。
・ 政府による省エネ・汚染物質削減のプレッシャーやCSRの普及などにより「環境調和型」を志向する企業も出ている
  が、環境問題や地球温暖化問題への関心が小さい企業も多い。

・ 外資系企業やグローバル化に伴い海外との取引が増加している企業のなかには、海外におけるCSRなど環境意識の
  高まりを受けて、環境保護を重視した事業活動を行う企業が徐々に増加している。
・ その一方で、利益を優先する姿勢が強いために環境保護関連投資を抑える企業も多い。

地球温暖化問題への意識／経済成長への姿勢

図表14：地球温暖化／環境問題に関する中国内の各主体
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の協力関係を構築するためには、中国と海外の双
方の政府、企業、民間のそれぞれが適切な役割を
果たす必要がある。
このような点を踏まえ、今後の中国の温暖化対

策の動向を占う上で注目すべき点は、温暖化や環
境破壊により被害を受けることが予想される内陸
部の「農村」住民の不満、環境調和型発展を提唱す
る「中央政府」による「地方政府」や企業への圧力、
都市部の住民をはじめとする温暖化問題への意識
の向上などが挙げられる。
さらに、現在の中国では、環境問題では水質汚

染や大気汚染への対策が優先課題として考えられ
ており、地球温暖化問題に関しては、中国内では

国際的枠組みの参加による「技術」の導入や環境ビ
ジネスの振興が強調されていることも指摘した
い。
このような状況下で地球温暖化防止の解決に向

けて中国と連携するうえで重要な点として以下の
３点を指摘したい。

①日本など海外政府は中国の中央政府と連携
し、国際環境協力と環境ビジネス振興を軸と
した新たな枠組みを構築する。

②内陸など地方圏においては、省エネや環境保
護活動などCSRの普及を推進し、さらに環境

　中央政府／

（出所）各種資料に基づき大和総研作成

共産党指導部

地方政府

有力国有企業

都市部
住民

農村部住民 民営企業
（民族系／外資系）

経
済
成
長
重
視
度

地球温暖化問題／環境問題への意識

図表15：中国国内の各主体の「地球温暖化問題（環境問題）」と「成長」に関する姿勢
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ビジネスの市場の構築・拡大を急ぐことで
「経済成長」と「環境保護」の両立を目指す。

③内陸部や農村部での温暖化適応策など、政府
や企業の手が届かない範囲では、中国の国内
外のNGOなど市民活動による連携を進める。

以上の②と③については、企業と市民による活
動が主体になるが、双方ともに中国と海外の政府
間の協力により活動しやすい環境を整備すること
が不可欠である。
地球温暖化の防止をはじめとする環境問題の解

決には、国内外の組織や個人など数多くの主体が
参加できる枠組みの確立と、枠組みへの参加を促す
ためのインセンティブの付与が必要となる。一方
で、現時点の中国の温暖化対策を鑑みると、省エ
ネルギーや再生可能エネルギーなどの分野におけ
る取り組みは進んでいるが、エネルギー消費構造
の改革や関連技術の開発・導入に重点が置かれ、
それ以外の温暖化の影響に対する緩和策や市民参
加の拡大などについてはさらに踏み込んだ取り組
みが求められる。これらの課題を解決するには、
日本をはじめとする海外の政府・企業・市民がそ
れぞれの強みを生かす形で、中国国内の各主体と
協力を進めることが有効であると考えられる。
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